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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　非パルプ繊維と第１の水系媒体とを含む非パルプ繊維含有水系媒体が貯留された分散槽
から前記非パルプ繊維含有水系媒体を第１ウエットパルプに供給する供給管の途中におい
て、前記非パルプ繊維含有水系媒体に第２の水系媒体を供給し、前記非パルプ繊維含有水
系媒体の粘度を低下させる、水系媒体供給工程と、
　前記第１ウエットパルプが貯留された原料槽から前記第１ウエットパルプを抄紙網に供
給する流し込み部において、前記第２の水系媒体が供給された前記非パルプ繊維含有水系
媒体を前記第１ウエットパルプに供給することで、前記非パルプ繊維を前記第１ウエット
パルプに混入する混入工程と、
　前記抄紙網において、前記非パルプ繊維が混入された前記第１ウエットパルプから第１
ウエットパルプ層を形成する第１抄紙工程と、
　第２ウエットパルプから第２ウエットパルプ層を、前記第１ウエットパルプ層の第１主
面に形成する第２抄紙工程と、
　第３ウエットパルプから第３ウエットパルプ層を、前記第１ウエットパルプ層の第２主
面に形成する第３抄紙工程と、
　を有する、紙の製造方法。
【請求項２】
　前記混入工程は、前記第１ウエットパルプ層の形成幅に渡って、前記非パルプ繊維を前
記第１ウエットパルプに混入する工程である、請求項１に記載の紙の製造方法。
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【請求項３】
　前記混入工程は、前記非パルプ繊維を分流して混入する工程である、請求項１に記載の
紙の製造方法。
【請求項４】
　前記非パルプ繊維含有水系媒体は、エアーにより前記非パルプ繊維が前記第１の水系媒
体に攪拌・分散されたものである、請求項１に記載の紙の製造方法。
【請求項５】
　非パルプ繊維と第１の水系媒体とを含む非パルプ繊維含有水系媒体が貯留された分散槽
から前記非パルプ繊維含有水系媒体を第１ウエットパルプに供給する供給管の途中におい
て、前記非パルプ繊維含有水系媒体に第２の水系媒体を供給し、前記非パルプ繊維含有水
系媒体の粘度を低下させる、水系媒体供給手段と、
　前記第１ウエットパルプが貯留された原料槽から前記第１ウエットパルプを抄紙網に供
給する流し込み部において、前記第２の水系媒体が供給された前記非パルプ繊維含有水系
媒体を前記第１ウエットパルプに供給することで、前記非パルプ繊維を前記第１ウエット
パルプに混入する混入手段と、
　前記抄紙網において、前記非パルプ繊維が混入された前記第１ウエットパルプから第１
ウエットパルプ層を形成する第１抄紙手段と、
　第２ウエットパルプから第２ウエットパルプ層を、前記第１ウエットパルプ層の第１主
面に形成する第２抄紙手段と、
　第３ウエットパルプから第３ウエットパルプ層を、前記第１ウエットパルプ層の第２主
面に形成する第３抄紙手段と、
　を有する、紙の製造装置。
【請求項６】
　前記混入手段は、前記第１ウエットパルプ層の形成幅に渡って、前記非パルプ繊維を前
記第１ウエットパルプに混入する手段である、請求項５に記載の紙の製造装置。
【請求項７】
　前記混入手段は、前記非パルプ繊維を分流して混入する手段である、請求項５に記載の
紙の製造装置。
【請求項８】
　前記非パルプ繊維含有水系媒体は、エアーにより前記非パルプ繊維が前記第１の水系媒
体に攪拌・分散されたものである、請求項５に記載の紙の製造装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、インクやトナー等の一般的な記録材を用いた印刷（例えば、電子写
真方式あるいはインクジェット方式の画像形成装置を用いた印刷）が可能であると共に、
磁気的あるいは電磁気的手段により情報を記録・再生することができる非繊維パルプ（例
えば、磁性体）を含む紙の製造方法、紙の製造装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　個人情報保護法が施工されて間もないが、個人情報の流出事件は相変わらず起きている
。特に、電子情報に対する強化の反面、個人情報が書き出された紙文書の流出事件が相次
ぎ、紙文書に対するセキュリティ技術の早急なる開発が望まれている。特に文書は複写機
でもって容易に複製が可能である。重要文書の複写を抑制したり、複写を禁止する手立て
が昨今開発されつつある。しかしながらこれらの技術は同一会社製の複写機で有効なもの
で、ある特定の会社で複写ができなくても、異なる会社の複写機を使えば簡単に複写が可
能である。同一職場内会社内に数社の複写機が置かれている場合少なくない。
【０００３】
　このような局面においては複写されたものが社外に流出するのを防ぐ手段が厳重な監視
以外有効な手立てが無かった。
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【０００４】
　そこで重要文書である紙に検出可能なマーカを漉き込むことが考えられたが、従来はコ
ピー用紙には紙の抄紙の際に使われる強化のための添加化学物質を除いて、パルプ以外の
物質は異物として扱われていた。
【０００５】
　パルプにパルプ以外の物質（非パルプ繊維）を混ぜる場合には、特許公報（Ｂ２）平３
－２７６７９号にあるように、比較的繊維質のものまたパルプの長さに対してさほど長く
ないか同程度のもの（長さが７ｍｍ以下）ものが混合可能であった。混合される物質とし
てレーヨンなどの化学繊維も考えられる。またパルプであるが、予めある量だけ集合・凝
集させられた擬似繊維なども使われている。
【０００６】
　非パルプ繊維（有機物以外の例）として特開平１１－３２３７８６号、特許公報２８９
３３２１号、特許公報（ｂ２）２８９３３０９号では、湿紙の表面に金属の針状のものを
貼り付けるという作業を施したものがある。
【０００７】
　また、非パルプ繊維としては、現在市販されている大バルクハウゼン効果などを有する
磁性体物質は径が８０μ～１００μ（例えば日本発条（株））（被覆層を入れると３００
μｍ）あり、単純に表面に露出せずに挿入するには紙厚６００μｍ以上が必要になり、そ
のような紙は用途が限られてしまい、到底６０～１１０μｍ厚の複写用紙として利用不可
能である。紙厚に関わらずそのような用紙を大量に生産する方法はなく、現状ではむしろ
出来た原紙や物品に磁性体ワイヤを後から装着することがなされている。スレッドとして
紙内部にパルプ以外のものを入れる方法があるが、本件が求めている大量生産には程遠い
生産量しか得られない。
【０００８】
【特許文献１】特許公報（Ｂ２）平３－２７６７９号
【特許文献２】特開平１１－３２３７８６号
【特許文献３】特許公報２８９３３２１号
【特許文献４】特許公報（ｂ２）２８９３３０９号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、大バルクハウゼン効果を保ったまま長さが１０ｍｍ以上もある磁性体繊
維を紙に漉いて、且つその磁性体繊維が表面にでることない紙は存在せず、また、月産１
００万トン以上の紙として大量かつ廉価に生産することも求められている。特に、特に、
電子写真用の紙では、複写機を通しても問題なく、画像の転写や定着が可能である特性も
要求されるため、磁性体が表面にでることない紙が非常に求められているのが現状である
。
【００１０】
　従って、本発明は、非パルプ繊維が紙外部に露出せず、且つ、外部から視認し難い紙を
、大量かつ廉価に生産することが可能な紙の製造方法、及び紙の製造装置を提供すること
を課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題は以下の本発明により達成される。即ち、
【００１６】
　また、本発明の紙の製造方法は、
　非パルプ繊維と第１の水系媒体とを含む非パルプ繊維含有水系媒体が貯留された分散槽
から前記非パルプ繊維含有水系媒体を第１ウエットパルプに供給する供給管の途中におい
て、前記非パルプ繊維含有水系媒体に第２の水系媒体を供給し、前記非パルプ繊維含有水
系媒体の粘度を低下させる、水系媒体供給工程と、
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　前記第１ウエットパルプが貯留された原料槽から前記第１ウエットパルプを抄紙網に供
給する流し込み部において、前記第２の水系媒体が供給された前記非パルプ繊維含有水系
媒体を前記第１ウエットパルプに供給することで、前記非パルプ繊維を前記第１ウエット
パルプに混入する混入工程と、
　前記抄紙網において、前記非パルプ繊維が混入された前記第１ウエットパルプから第１
ウエットパルプ層を形成する第１抄紙工程と、
　第２ウエットパルプから第２ウエットパルプ層を、前記第１ウエットパルプ層の第１主
面に形成する第２抄紙工程と、
　第３ウエットパルプから第３ウエットパルプ層を、前記第１ウエットパルプ層の第２主
面に形成する第３抄紙工程と、
　を有することを特徴としている。
【００１８】
　本発明の紙の製造方法において、前記混入工程は、前記第１ウエットパルプ層の形成幅
に渡って、前記非パルプ繊維を前記第１ウエットパルプに混入する工程であることがよい
。
【００２０】
　本発明の紙の製造方法において、前記混入工程は、前記非パルプ繊維を分流して混入す
る工程であることがよい。
【００２１】
　本発明の紙の製造方法において、前記非パルプ繊維含有水系媒体は、エアーにより前記
非パルプ繊維が前記第１の水系媒体に攪拌・分散されたものであることがよい。
【００２２】
　また、本発明の紙の製造装置は、
　非パルプ繊維と第１の水系媒体とを含む非パルプ繊維含有水系媒体が貯留された分散槽
から前記非パルプ繊維含有水系媒体を第１ウエットパルプに供給する供給管の途中におい
て、前記非パルプ繊維含有水系媒体に第２の水系媒体を供給し、前記非パルプ繊維含有水
系媒体の粘度を低下させる、水系媒体供給手段と、
　前記第１ウエットパルプが貯留された原料槽から前記第１ウエットパルプを抄紙網に供
給する流し込み部において、前記第２の水系媒体が供給された前記非パルプ繊維含有水系
媒体を前記第１ウエットパルプに供給することで、前記非パルプ繊維を前記第１ウエット
パルプに混入する混入手段と、
　前記抄紙網において、前記非パルプ繊維が混入された前記第１ウエットパルプから第１
ウエットパルプ層を形成する第１抄紙手段と、
　第２ウエットパルプから第２ウエットパルプ層を、前記第１ウエットパルプ層の第１主
面に形成する第２抄紙手段と、
　第３ウエットパルプから第３ウエットパルプ層を、前記第１ウエットパルプ層の第２主
面に形成する第３抄紙手段と、
　を有することを特徴としている。
【００２４】
　本発明の紙の製造装置において、前記混入手段は、前記第１ウエットパルプ層の形成幅
に渡って、前記非パルプ繊維を前記第１ウエットパルプに混入する手段であることがよい
。
【００２６】
　本発明の紙の製造装置において、前記混入手段は、前記非パルプ繊維を分流して混入す
る手段であることがよい。
【００２７】
　本発明の紙の製造装置において、前記非パルプ繊維含有水系媒体は、エアーにより前記
非パルプ繊維が前記第１の水系媒体に攪拌・分散されたものであることがよい。
【発明の効果】
【００２８】
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　本発明によれば、非パルプ繊維が紙外部に露出せず、且つ、外部から視認し難い紙を、
大量かつ廉価に生産することが可能な紙の製造方法、及び紙の製造装置を提供することが
できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　以下、本発明について図面を参照しつつ詳細に説明する。なお、実質的に同一の機能を
有する部材には、全図面通して同じ符合を付与し、重複する説明は省略する場合がある。
【００３０】
　図１は、実施形態に係る紙を示す平面図である。図２は、図１のＡ－Ａ断面図である。
図３は、実施形態に係る紙の製造装置を示す概略構成図である。図４は、実施形態に係る
非パルプ繊維の分散・混入装置を示す斜視図である。図５は、非パルプ繊維の分散・混入
装置の分流器を示す概略構成図である。
【００３１】
　実施形態に係る紙１００は、３層以上の多層抄紙により得られた多層の紙（本実施形態
では３層抄紙して得られた３層の紙）であり、図１及び２に示すように、中間層１０６を
介して、第１外層１０２と第２外層１０４とが抄紙されたものである。そして、抄紙され
た中間層１０６に非パルプ繊維１０８が漉き込まれている。非パルプ繊維１０８は、製造
条件により、紙１００中にランダムで漉き込まれる場合もあるし、所定の方向に配列され
て漉き込まれる場合もあるが、ランダムで漉き込まれることが好適である。
【００３２】
　なお、中間層１０６、第１外層１０２、第２外層１０４の各層間は実際には区別し難い
が、図中ではわかり易いように各層間を明確に分けて描いている。また。図中では、非パ
ルプ繊維１０８は、中間層１０６にのみ含まれているが、非パルプ繊維１０８は、例えば
、抄紙後工程としての押圧工程などにより、第１外層１０２、第２外層１０４にもめり込
んで存在する場合もある。
【００３３】
　このように、実施形態に係る紙１００は、３層抄紙により得られた紙の中間層１０６に
漉き込まれているので、紙１００中に含まれる非パルプ繊維１０８が第１外層１０２及び
第２外層１０４に挟まれるように存在することとなるため、紙１００中に含まれる非パル
プ繊維１０８が、一般的な環境や使用条件下（例えば、通常の室内照明光や太陽光下で、
机の上に置いたり、紙を光に透かして見た場合等）においても外部から容易に視認され難
くなっている。
【００３４】
　そして、紙として、用紙、記録用紙、或いは電子写真用紙などとして利用することがで
き、電子写真方式やインクジェット方式などにより良好な画像をも形成することも可能で
ある。
【００３５】
　また、多層抄紙により得ることができるので、大量かつ廉価に生産することが可能であ
る。
【００３６】
　なお、３層抄紙に限られず、４層以上の多層抄紙であってもよく、非パルプ繊維１０８
はその内層の少なくとも１層に漉き込まれていればよい。
【００３７】
　以下、各構成部材（材料）について詳細に説明する。なお、符号は省略して説明する。
【００３８】
　まず、非パルプ繊維について説明する。非パルプ繊維としては、無機繊維、有機繊維が
挙げられるが、これらの中でも、比重が紙パルプに可能な限り近い材料が特に好適である
。なお、有機繊維としては、ナイロン、ポリエチレン、茶殻が挙げられる。
【００３９】
　また、無機繊維としては鉄系、コバルト系、ニッケル系、シリコン系、またはこれらの
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合金からなる磁性体繊維が好適に挙げられるが、これらの中でも　鉄・コバルト系アモル
ファス合金が検出の点で磁性繊維が好適である。
【００４０】
　この磁性体繊維は、大バルクハウゼン効果を起こす特性を有する磁性材料からなるもの
であれば、その磁気的物性、組成、形状等は特に限定されるものではない。しかし、磁気
的物性としては、ヒステリシスループがほぼ長方形で、保持力（Ｈｃ）が比較的小さいこ
とが好ましい。
【００４１】
　また、磁性体繊維の組成としては、例えば、磁性元素（例えば、Ｃｏ、Ｆｅ、Ｎｉ）、
遷移金属類及びガラス形成元素（例えばＳｉ，Ｂ，Ｃ，Ｐ）を含む合金（例えば、Ｃｏ系
、Ｆｅ系、Ｎｉ系、これらの混合系などがあり、具体的にはＣｏ－Ｂ―Ｓｉ、Ｃｏ－Ｆｅ
―Ｂ－Ｓｉなど）が挙げられ、その構成元素の組成比率や製造方法を選択することにより
様々な磁気特性をもつものが利用できる。なお、上記元素からなるアモルファス合金の色
相はその元素の比率にさほど影響されない。
【００４２】
　磁性体繊維は、繊維状、言い換えれば線状や帯状であり、大バルクハウゼン効果を起こ
すのには断面積に対して所定の長さが必要となってくることから、この形状が好適である
。
【００４３】
　磁性体繊維は、紙表面に磁性体繊維が露出したり、表面近傍に位置しないように紙を分
散させたりすることがよく、加えて、製造・取り扱い性等も優れている大きさであること
がよい。一方、磁性体繊維が大バルクハウゼン効果を有するためには、外径（繊維径）が
１０μｍ以上であることがよい。
【００４４】
　このため、例えば、厚みが８０～１２０μｍの紙に磁性体繊維を内包させる場合、例え
ば、磁性体繊維（磁性ワイヤ）では、その断面が円形で、その外径（繊維径）が１０～６
０μｍが好ましく、より好ましくは１５～５５μｍであり、さらに好ましくは２５～４５
μｍである。一方、磁性体繊維（磁性ワイヤ）の長さ（繊維径）は、外径に依存し、外径
が１０～６０μｍの場合、１０～４０ｍｍであることが好ましく、より好ましくは５～４
０ｍｍである。
【００４５】
　なお、磁性体繊維は、紙中にそのまま分散させて用いることもできるが、絶縁性を有す
る層（以下、「絶縁層」と称する場合がある）により被覆されていることが好ましい。こ
れは、磁性体繊維が紙内に入り込むことにより、紙の体積抵抗値の低下させたり、仮に紙
表面に露出してしまった場合、電子写真記録工程における転写工程で、電気的なショート
を引き起こす恐れがあるので、ＰＰＣ用途への適用が困難となる場合や、大バルクハウゼ
ン効果の発揮が阻害されてしまう場合があるためである。このような磁性体繊維は、例え
ば、軟磁性を有するアモルファス磁性体を磁性コアとし、当該磁性コアを絶縁層で被覆し
たファイバー形状を有する複合材料となる。
【００４６】
　この絶縁層を構成する材料としては公知の絶縁性材料であれば特に限定されず、例えば
、樹脂やガラス等が利用できる。なお、絶縁性材料として樹脂を用いる場合には耐熱性を
有するポイリイミド樹脂等を用いることが好ましい。
【００４７】
　このような絶縁層は、その被覆効果を発現するために、２．５～１０μｍの厚さを有す
ることが好ましく、２．０～５．０μｍの厚さを有することがより好ましい。
【００４８】
　絶縁層の形成方法としては特に限定されず、絶縁層を形成する材料に応じてスパッタリ
ングやＣＶＤ（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）、真空蒸着等の
気相成膜法や、浸漬塗布、ローラー塗布、スプレー塗布、ゾルゲル法を利用したコーティ
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ング等の液相成膜法のような公知の薄膜形成方法を適宜選択することができるが、均一且
つより膜厚の薄い絶縁層を形成する上では気相成膜法の方が好ましい。なお、絶縁層の形
成は磁性体のワイヤ化とほぼ同時に実施することもでき、例えば、溶融状態の磁性体材料
をワイヤー状として加工した直後に、磁性体繊維の冷却も兼ねてＣＶＤ等の気相成膜法に
より絶縁層を形成することもできる。
【００４９】
　磁性体繊維は、紙をＰＰＣの用途への適用する場合、トナーの定着のために、定着用の
ヒータ等を高熱部位を通過することが想定される。そのため、定着温度を考慮すると、磁
性体のキュリー温度は２００℃以上であることが好ましく、３００℃以上あることがより
好ましい。
【００５０】
　ここで、キュリー温度はキュリー点とも言われ、アモルファス物質がその温度になると
冷却後もそのアモルファス状態の物理的構造変化が起こり、その特性、例えば本発明では
大バルクハウゼン効果を失う点のことである。
【００５１】
　磁性体繊維は、磁性材料を溶融し、それを所望の断面形状に対応した形状の吐出口を通
過させた後、冷却することにより得られる。具体的には、例えば、水中回転紡糸法などを
用いることができる。
【００５２】
　また、磁性体繊維及び絶縁層をほぼ同時に製造することもできる。例えば、溶融状態の
磁性材料を、所望の断面形状を有する繊維状（ワイア状）に加工した直後に、磁性体繊維
の冷却も兼ねてＣＶＤ等の気相成膜法により絶縁層を形成する方法を適用することができ
る。
【００５３】
　また、USP3,256,584に記載される製造方法（Taylor-Ulitovsky法）によって、ガラス（
絶縁層）で被覆された磁性体繊維（磁性ワイア）を製造することもできる。即ち、ガラス
管内に金属合金をチャージして、ガラス管の先端を誘導コイルで過熱して融解し、金属融
解物質の周囲を融解したガラスで被覆した状態を作り出し、それを冷却媒体で急冷する。
これによりアモルファス磁性線をガラスで被覆した磁性体繊維を得ることができる。
【００５４】
　磁性体の紙中への包含量は、１５４本／ｍ２、σ＝４２本（Ａ４換算、１０本、σ＝５
本）であることが好ましく、より好ましくはσが２０本以下であることが好ましい。。包
含量を上記範囲とすることで、大バルクハウゼン効果を利用した検知が可能であると共に
、紙としての見ばえも良好とすることができる。
【００５５】
　次に、紙の中間層、外層を構成する紙成分（以下、原紙と称する）について説明する。
原紙は、少なくともパルプ繊維を主原料とするものである。
【００５６】
　原紙は、パルプ繊維を含むものであるが、パルプ繊維としては公知のものを用いること
ができ、具体的には、化学パルプ、具体的には広葉樹晒クラフトパルプ、広葉樹未晒クラ
フトパルプ、針葉樹晒クラフトパルプ、針葉樹未晒クラフトパルプ、広葉樹晒亜硫酸パル
プ、広葉樹未晒亜硫酸パルプ、針葉樹晒亜硫酸パルプ、針葉樹未晒亜硫酸パルプ等、木材
及び綿、麻、じん皮等の繊維原料を化学的に処理して作製されたパルプ等を使用できる。
【００５７】
　また、木材やチップを機械的にパルプ化したグランドウッドパルプ、木材やチップに薬
液を染み込ませた後に機械的にパルプ化したケミメカニカルパルプ、及び、チップをやや
軟らかくなるまで蒸解した後にリファイナーでパルプ化したサーモメカニカルパルプ等も
使用できる。
【００５８】
　また、綿パルプ繊維、麻パルプ繊維、ケナフパルプ繊維、バガスパルプ繊維、ビスコー
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スレーヨン繊維、再生セルロース繊維、銅アンモニアレーヨン繊維、セルロースアセテー
ト繊維、ポリ塩化ビニル系繊維、ポリアクリロニトリル系繊維、ポリビニルアルコール系
繊維、ポリ塩化ビニリデン系繊維、ポリオレフィン系繊維、ポリウレタン系繊維、ポリ塩
化ビニル、ポリビニルアルコール共重合体、フルオロカーボン系繊維、ガラス繊維、炭素
繊維、アルミナ繊維、金属繊維、シリコンカーバイド繊維等の各繊維も使用できる。
【００５９】
　また、必要に応じて、パルプ繊維にポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポ
リ塩化ビニル、ポリエステル等の合成樹脂を含浸あるいは熱融着させて得られた繊維を使
用できる。
【００６０】
　これらはバージンパルプのみで使用してもよいし、必要に応じて、上質系及び中質系の
古紙パルプを配合することもできる。古紙パルプの配合量としては、用途や目的等に応じ
て決定されるが、例えば、資源保護の観点から古紙パルプを配合する場合には、全繊維中
１０質量％以上、好ましくは３０質量％以上配合することができる。
【００６１】
　特にバージンで使用するパルプは、塩素ガスを使用せず二酸化塩素を使用する漂白方法
（Ｅｌｅｍｅｎｔａｌｌｙ　Ｃｈｌｏｒｉｎｅ　Ｆｒｅｅ；ＥＣＦ）や塩素化合物を一切
使用せずにオゾン／過酸化水素等を主に使用して漂白する方法（Ｔｏｔａｌ　Ｃｈｌｏｒ
ｉｎｅ　Ｆｒｅｅ；ＴＣＦ）で漂白処理されたものであることが好ましい。
【００６２】
　また、古紙パルプの原料として、製本、印刷工場、断裁所等において発生する裁落、損
紙、幅落しした上白、特白、中白、白損等の未印刷古紙；印刷やコピーが施された上質紙
、上質コート紙などの上質印刷古紙；水性インク、油性インク、鉛筆などで筆記された古
紙；印刷された上質紙、上質コート紙、中質紙、中質コート紙等のチラシを含む新聞古紙
；中質紙、中質コート紙、更紙等の古紙；を配合することができる。
【００６３】
　古紙パルプとしては、古紙原料を、オゾン漂白処理又は過酸化水素漂白処理の少なくと
も一方で処理して得られたものが望ましい。また、より白色度の高い原紙を得るためには
、上記漂白処理によって得られた古紙パルプの配合率を５０重量％以上１００重量％以下
とすることが望ましい。さらに資源の再利用という観点からは、古紙パルプの配合率を７
０重量％以上１００重量％以下とすることがより望ましい。
【００６４】
　オゾン処理は、上質紙に通常含まれている蛍光染料等を分解する作用があり、過酸化水
素処理は脱墨処理時に使用されるアルカリによる黄変を防ぐ作用がある。特にこの二つを
組み合わせた処理によって古紙の脱墨を容易にするだけでなく、パルプの白色度も向上す
ることが知られている。また、パルプ中の残留塩素化合物を分解・除去する作用もあるた
め、塩素漂白されたパルプを使用した古紙の有機ハロゲン化合物含有量低減において多大
な効果を持つ。
【００６５】
　原紙には、不透明度、白さ及び表面性を調整するため、填料を添加することが好ましい
。特に紙中のハロゲン量を低減したい場合には、ハロゲンを含まない填料を使用すること
が好ましい。
　填料としては、重質炭酸カルシウム、軽質炭酸カルシウム、チョーク、カオリン、焼成
クレー、タルク、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、二酸化チタン、酸化亜鉛、硫化亜鉛、
炭酸亜鉛、珪酸アルミニウム、珪酸カルシウム、珪酸マグネシウム、合成シリカ、水酸化
アルミニウム、アルミナ、セリサイト、ホワイトカーボン、サポナイト、カルシウムモン
モリロナイト、ソジウムモンモリロナイト、ベントナイト等の白色無機顔料、及びアクリ
ル系プラスチックピグメント、ポリエチレン、尿素樹脂、等の有機顔料を挙げることがで
きる。また、熱可塑性樹脂粒子（例えば、ポリエステル系や、スチレンアクリル系等）等
も填料して使用できる。なお、古紙を配合する場合には、古紙原料に含まれる灰分を予め
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推定して添加量を調整する必要がある。
【００６６】
　填料として無機顔料の配合量は０質量％以上１０質量％以下配合することが望ましく、
０質量％以上８質量％以下配合することがより望ましい。また、填料として有機顔料、特
に熱可塑性樹脂粒子の配合量は、電子写真用途の場合、定着工程での熱により繊維間を融
着することができるので、０質量％以上１０質量％以下配合することが望ましく、０質量
％以上５質量％以下配合することがより望ましい。１０質量％以上配合した場合には、樹
脂含浸した場合と同様に紙の不透明度を低下させるので好ましくない。
【００６７】
　原紙には、内添又は外添により、サイズ剤等の各種薬品を使用することができる。サイ
ズ剤の種類は、ロジン系サイズ剤、合成サイズ剤、石油樹脂系サイズ剤、中性サイズ剤等
のサイズ剤を挙げることができ、硫酸バンド、カチオン化澱粉等、適当なサイズ剤と繊維
との定着剤を組み合わせても使用できる。特に、電子写真用途の場合、電子写真方式の複
写機やプリンター等におけるコピー後の用紙保存性の観点から、中性サイズ剤、例えば、
アルケニル無水コハク酸系サイズ剤、アルキルケテンダイマー、アルケニルケテンダイマ
ー、中性ロジン、石油サイズ、オレフィン系樹脂、スチレン－アクリル系樹脂等が好まし
い。また、表面サイズ剤として、酸化変性澱粉、酵素変性澱粉、ポリビニルアルコール、
カルボキシメチルセルロースなどのセルロース変性体を単独もしくは組み合わせて使用す
ることができる。
【００６８】
　原紙の表面をカチオン性に調整する場合には、カチオン性物質としては、例えば、親水
性のカチオン樹脂等を表面に処理することができるが、このカチオン性樹脂の内部への浸
透を抑制するためには、このカチオン性樹脂を塗布する前の用紙サイズ度は１０秒以上６
０秒未満であることが好ましい。
　原紙には、紙の電気抵抗率を調整する目的で塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化カル
シウム、硫酸ナトリウム、酸化亜鉛、二酸化チタン、酸化錫、酸化アルミニウム、酸化マ
グネシウム等の無機物や、アルキルリン酸エステル酸、アルキル硫酸エステル酸、スルホ
ン酸ナトリウム塩、第４級アンモニウム塩等の有機系の材料を単独あるいは混合して使用
することができる。
【００６９】
　原紙には、紙力増強剤を内添あるいは外添することができる。紙力増強剤としては、で
んぷん、変性でんぷん、植物ガム、カルボキシメチルセルロース、ポリビニルアルコール
、変性ポリビニルアルコール、ポリアクリルアミド、スチレン－無水マレイン酸共重合体
、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、ポリアクリル酸エ
ステル尿素－ホルムアルデヒド樹脂、メラミン－ホルムアルデヒド樹脂、ジアルデヒドで
んぷん、ポリエチレンイミン、エポキシ化ポリアミド、ポリアミド－エピクロルヒドリン
系樹脂、メチロール化ポリアミド、キトサン誘導体等が挙げられ、これらの材料を単独あ
るいは混合して使用することができる。
【００７０】
　原紙には、上記のものの他に、染料、ｐＨ調整剤等、通常の塗工紙用基紙に配合される
各種助剤を適宜使用しても構わない。
【００７１】

　原紙（各層）の坪量（ＪＩＳ　Ｐ－８１２４）は特に規定しないが、好ましくは５０ｇ
／ｍ２以上１０５ｇ／ｍ２以下であることが望ましい。坪量が５０ｇ／ｍ２を下回ると、
電子写真用途の場合、紙のこしが小さくなることより定着工程での巻き付きや、剥離不良
にともなう画像欠陥を発生させやすくなる。１０５ｇ／ｍ２を上回ると、トナーを定着さ
せやすくさせるために、定着速度を低下させるなどの手段が必要となり、生産性を低下さ
せる場合がありこの観点からは望ましいものではない。
【００７２】
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　また、この他にも、染料、ｐＨ調整剤等、通常の紙媒体に配合される各種助剤が適宜使
用される。
【００７３】
　次に、紙ついてその他特性、構成について説明する。紙には、その表面にサイズプレス
、ゲートロールなどを用いて、澱粉類を少なくとも含み、けん化度９０ｍｏｌ％以上のポ
リビニルアルコール、変性ポリビニルアルコール、スチレン－無水マレイン酸共重合体、
塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、ポリアクリル酸エス
テルを配合することが好ましい。その際、澱粉類１００質量部に対して、５質量部以上混
合することが望ましく、少なくとも乾燥重量で片面あたり０．８ｇ／ｍ２以上３ｇ／ｍ２

以下となるように塗布する。さらに好ましくは、１ｇ／ｍ２以上３ｇ／ｍ２以下塗布する
ことが望ましい。３ｇ／ｍ２を超えると、特に高湿環境で粘着性を持ち、紙送り不良など
を発生するために好ましくない。
【００７４】
　紙には、必要に応じて表面サイズ液を表面処理したり、コート層を設けたりすることも
できる。表面処理は、表面サイズ液や、コート層形成用の塗工液をサイズプレス、シムサ
イズ、ゲートロール、ロールコーター、バーコーター、エアナイフコーター、ロッドブレ
ードコーター、ブレードコーター等の通常使用されている塗布手段によって、原紙に塗布
することにより行うことができる。
【００７５】
　このコート層に用いられる顔料としては、通常の一般塗被紙に用いられる顔料、例えば
、重質炭酸カルシウム、軽質炭酸カルシウム、二酸化チタン、水酸化アルミニウム、サチ
ンホワイト、タルク、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、酸化亜鉛、酸化マグネシウム、炭
酸マグネシウム、非晶質シリカ、コロイダルシリカ、ホワイトカーボン、カオリン、焼成
カオリン、デラミネーテッドクレー、アルミノ珪酸塩、セリサイト、ベントナイト、スメ
クタイト等の鉱物質顔料や、ポリスチレン樹脂微粒子、尿素ホルムアルデヒド樹脂微粒子
、微小中空粒子及びその他の有機系顔料等を単独あるいは複数組み合わせて使用すること
ができる。
【００７６】
　コート層に用いられる接着剤としては、合成接着剤や天然系の接着剤が利用できる。
　合成接着剤としては、スチレン・ブタジエン系、スチレン・アクリル系、エチレン・酢
酸ビニル系、ブタジエン・メチルメタクリレート系、酢酸ビニル・ブチルアクリレート系
等の各種共重合及びポリビニルアルコール、無水マレイン酸共重合体、アクリル酸・メチ
ルメタクリレート系共重合体等が挙げられる。これらの合成接着剤の中で目的に応じて、
１種類以上を使用することができる。これらの接着剤は顔料１００重量％当たり５～５０
重量％、より好ましくは１０～３０重量％程度の範囲で使用されることが好ましい。
【００７７】
　また、天然系接着剤として、酸化デンプン、エステル化デンプン、酵素変性デンプンや
それらをフラッシュドライして得られる冷水可溶性デンプン、カゼイン、大豆たんぱく等
の一般に知られた接着剤が挙げられる。これらの接着剤も顔料１００重量％当たり０．１
～５０重量％、より好ましくは２～３０重量％程度の範囲で使用される。
【００７８】
　また必要に応じて、分散剤、増粘剤、保水剤、消泡剤、耐水化剤等、通常の塗被紙用顔
料に配合される各種助剤が適宜使用される。
【００７９】
　上述したような成分を含むように調製された塗被組成物は一般の塗被紙製造に使用され
る塗被装置、例えばブレードコータ、エアナイフコータ、ロールコータ、リバースロール
コータ、バーコータ、カーテンコータ、ダイスロットコータ、グラビアコータ等を用いオ
ンマシンあるいはオフマシンによって、原紙上に一層あるいは多層に分けて塗被すること
ができる。なお、塗工量は一般的には乾燥重量で片面に５～１５ｇ／ｍ2程度となるよう
に塗被されるが、本発明においては、外部から磁性体が視認し難くするために、前述の範
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囲より多めにしてもよい。
【００８０】
　塗被後の平滑化処理は、通常用いられる平滑化装置、例えば、スーパーカレンダー、マ
シンカレンダー、ソフトニップカレンダー等が用いられ、白紙光沢が３０％以上になるよ
うに仕上げられることが好ましい。
【００８１】
　紙の厚みは８０～１２０μｍが好適であることから、それぞれの層（中間層、外層）の
厚みは２０μｍ～６０μｍが好ましく、より好ましくは２０μｍ～５０μｍであり、さら
に好ましくは３０μｍ～５０μｍである。
【００８２】

　また、紙の、十点平均表面粗さＲｚを低下させる手段としては、抄造工程でのウエット
プレス工程での圧力を増加させたり、カレンダー工程でカレンダーロールの線圧を増加さ
せることができる。特にカレンダー工程が有効である。また、使用するパルプのろ水度を
低下させることによっても調整は可能である。さらには、填料を増配する効果的ではある
が、紙粉発生を助長する可能性があるので多量には配合しないほうが好ましい。Ｒｚを低
下させる手段としては、必ずしもこれらに限られるものではなく、知られているどのよう
な手段を用いても構わない。
【００８３】
また、紙を仕上げる場合には、開封直後の製品水分率が適切な範囲内、具体的には好まし
くは３～６．５質量％、より好ましくは４．５～５．５質量％程度の範囲内に収まるよう
に、抄紙機で含水量を調整することが好ましい。また、保管時に吸脱湿が発生しないよう
に、ポリエチレンラミネート紙等の防湿包装紙やポリプロピレン等の材料を用いて包装す
ることが望ましい。
【００８４】
　紙は、その用途は、特に限定されないが、例えば、電子写真用紙、インクジェット用紙
などが挙げられる。例えば、電子写真用紙に適用に適用する場合、例えば、２２℃、５５
％ＲＨの環境条件での表面電気抵抗率が１．０×１０９～１．０×１０１１Ωの範囲で、
２２℃、５５％ＲＨの環境条件での体積電気抵抗率が１．０×１０１０～１．０×１０１

２Ω・ｃｍの範囲にすることがよい。これにより、電子写真記録方式によって印刷した時
にトナーの転写不良が発生せず、鮮明な画質が得ることができる。
【００８５】
　なお、上記表面電気抵抗率及び体積電気抵抗率を有する紙は、例えば、特開２００３－
７６０５１号公報に従って、各構成材料の選定を行うことで得ることができる。
【００８６】
　以下、実施形態に係る紙の製造方法について説明する。実施形態に係る紙は、非パルプ
繊維を第１ウエットパルプに混入し、非パルプ繊維（以下「非パルプ」と称する場合があ
る）が混入された第１ウエットパルプから第１ウエットパルプ層を形成した後、第２ウエ
ットパルプから第２ウエットパルプ層を、前記第１ウエットパルプ層の第１主面に形成し
、さらに、第３ウエットパルプから第３ウエットパルプ層を、前記第１ウエットパルプ層
の第２主面に形成することで得られる。
【００８７】
　実施形態に係る記録媒体の製造方法に利用する製造装置としては、例えば、図３に示す
製造装置が挙げられる。なお。図３に示す製造装置では、ウエットパートのみ示し、後工
程となるプレスパート、ドライヤーパート、カレンダーパート、リールパートなどは公知
のもので構成できるため、省略している。
【００８８】
　図３に示す紙の製造装置は、３層抄紙機であり、長網式の中間層抄紙機１０と、円網式
の第１外層抄紙機２０と、円網式の第２外層抄紙機３０と、を具備している。そして、非
パルプ繊維を水系媒体へ分散し、これを第１ウエットパルプ１１へ供給（混入）する分散
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・供給装置４０をさらに備えている。なお、５０はフェルト無端体を示す。フェルト無端
体５０は、ウエットパルプ層の水分を吸収させるためのものである。
【００８９】
　長網式の中間層抄紙機１０は、中間層となる第１ウエットパルプ１１から第１ウエット
パルプ層を形成するためのものであり、一対のロール１２Ａにより張架された長網１２と
、第１ウエットパルプ１１を貯留し、長網１２上へ第１ウエットパルプ１１を流し込む第
１原料槽１３と、を具備している。
【００９０】
　円網式の第１外層抄紙機２０は、第１外層となる第２ウエットパルプ２１から第２ウエ
ットパルプ層を形成するためのものであり、円網２２と、第２ウエットパルプ２１が貯留
され、円網２２が半漬りされる第２原料槽２３を、具備している。
【００９１】
　円網式の第２外層抄紙機３０は、第２外層となる第３ウエットパルプ３１から第３ウエ
ットパルプ層を形成するためのものであり、円網３２と、第３ウエットパルプ３１が貯留
され、円網３２が半漬りされる第３原料槽３３を、具備している。
【００９２】
　分散・供給装置４０は、水系媒体（例えば、水）への非パルプ繊維を攪拌・分散しつつ
（以下、これを非パルプ繊維含有水系媒体４１と称する場合がある）、貯留する分散槽４
２と、非パルプ繊維を攪拌・分散するための攪拌羽４３と、非パルプ繊維を攪拌・分散す
るためのエアー供給管４４と、非パルプ繊維含有水系媒体４１を長網式の中間層抄紙機１
０の第１原料槽１３へ供給する供給装置４５と、を具備している。
【００９３】
　エアー供給管４４は、図４に示すように、一端部が分散槽４２内の側壁に沿って配設さ
れており、図示しないが他端端部がエアーポンプと連結されている、そして、エアー供給
管４４は端部で折り曲げられ、そのエアー供給口４４Ａが分散槽４２底部周縁部に沿って
エアーバブル流が供給されるように向けられている。エアー供給口４４Ａは、特に、全て
の攪拌羽４３の回転方向が同一方向の場合、当該回転方向とは逆方向へエアーバブル流が
供給されるように向けることがよい。これにより、攪拌羽４３の回転によって液流が生じ
す、非パルプ繊維が沈殿して溜まりやすい分散槽４２底部周縁部へもエアーバブルにより
液流が生じるため、分散槽４２全体で非パルプ繊維の分散状態が均一に保つことが可能と
なる。
【００９４】
　上述のように、物理的には非パルプ繊維が水系媒体中で均一な分散状態（（拡散・分散
して浮遊状態）を維持するためには、例えば渦状に回転する水系媒体が考えられるが、回
転が止まると非パルプ繊維は水系媒体より比重が大きいので、時間が経つにつれて、下に
沈降する。このため、上記のような攪拌・分散を維持することで、非パルプ繊維が水系媒
体中で均一な分散状態（拡散・分散して浮遊状態）で、非パルプ繊維を供給することがで
きる。その結果、非パルプ繊維を、分散性よく、しかも配向性がランダムで中間層に漉き
込ませることができる。
【００９５】
　なお、エアー供給口４４Ａの向きは、上記に限られず、例えば分散槽４２底面へ向かっ
てエアーバブル流が供給されるように配置してもよい。これにより、エアーバブルが底面
を這うように流れ、結果、分散槽４２底部周縁部に沿ってエアーバブル流が供給されるよ
うになると共に、分散槽４２底部周縁部へエアーバブル流が生じることとなる。
【００９６】
　ここで、エアー供給管４４のエアー供給口４４Ａの口径は例えば３ｃｍ以下とする。ま
た、エアー供給口４４Ａの配置位置は、分散槽４２底面から例えば１～２ｃｍの高さとす
る。また、供給するエアーは、バブル状に限られないが、効率のよい非パルプ繊維の分散
状態を維持することを鑑みると、バブル状が最も好適である。
【００９７】
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　一方、供給装置４５は、供給管４５Ａと、供給管の第１原料槽１３側一端に連結された
分流器４５Ｂと、ポンプ４５Ｃと、供給管４５Ａに連結された水系媒体供給管４５Ｄと、
を具備している。なお、水系媒体供給管４５Ｄの供給管４５Ａへの連結位置は、ポンプ４
５Ｃの後すぐ後の方がよい。非パルプ繊維含有水系媒体４１と水系媒体供給管４５Ｄから
供給する水系媒体と混じる時間が長いほうがよいためである。分流器４５Ｂは、図５に示
すように、供給装置４５の供給口を構成するものであり、中間層となる第１ウエットパル
プ１１から形成される第１ウエットパルプ層幅と同等の供給幅を持つと共に、その内部に
供給する非パルプ繊維含有水系媒体４１を分流して供給できるように分流板４５Ｂ－１が
並列配置されている。分留板４５Ｂ－１を含む分流器４５Ｂは、角が面取りされて、丸み
を帯びさせてることで（曲面状とすることで）、非パルプ繊維が詰まらない構造とするこ
とが望ましい。
【００９８】
　これにより、非パルプ繊維含有水系媒体４１の供給の際に、第１ウエットパルプ層幅に
渡って、非パルプ繊維含有水系媒体４１が均等配分となり、供給液圧を分散させ、第１ウ
エットパルプ１１（形成する第１ウエットパルプ層）の地合を壊すことなく、非パルプ繊
維含有水系媒体４１、即ち非パルプ繊維を供給することが可能となる。
【００９９】
　分流器４５Ｂは、第１原料槽１３から長網１２上へ第１ウエットパルプ１１を流し込む
直前に供給できるように、第１原料槽１３の流し込み部（長網１２の最下流）に配置され
ている。これによっても、第１ウエットパルプ１１（形成する第１ウエットパルプ層）の
地合を壊すことなく、非パルプ繊維含有水系媒体４１、即ち非パルプ繊維を供給すること
が可能となる。
【０１００】
　供給管４５Ａからは非パルプ繊維を供給すると共に、水系媒体供給管４５Ｄから水系媒
体（例えば水）を供給し、無添加の水系媒体を非パルプ繊維と混合しつつ、第１ウエット
パルプへ供給することがよい。非パルプ繊維は、その分散状態を維持させるため分散槽４
２中で、添加剤によりある程度粘性を持った水系媒体に分散されて供給されるが、さらに
無添加の水系媒体と混合して第１ウエットパルプへ供給することで、非パルプ繊維含有水
系媒体４１の粘度を低下させ、非パルプ繊維の第１ウエットパルプへの混合（沈降）を早
めることができ、結果、良好に中間層に漉き込まれることとなる。
【０１０２】
　次に、図３に示す紙の製造装置では、次のように抄紙が行われる。まず、別途、非パル
プ繊維を水系媒体（例えば、水）へ分散混合する。この際、水系媒体には、その他の薬剤
（例えば、上記紙力増強剤、増粘剤）を添加する。また、界面活性剤も必要に応じて少量
添加することができる。
【０１０３】
　ここで、紙力増強剤は、前述した紙力増強剤を湿潤時の用紙強度保持、抄造時の紙切れ
防止、あるいは、仕上がった紙の表面強度向上、紙粉発生防止の目的で、例えば、水系媒
体１００重量部当り、０．１重量部～３．０重量部の添加量で添加される。
【０１０４】
　増粘剤は、水系媒体の粘度を増大させ、非パルプ繊維を均一分散助剤として機能する添
加剤であり、具体的には、例えば、セルロース変性物（例えばカルボキシメチルセルロー
ス、メチルセルロース、エチルセルロースなど）、ポリアクリル酸系、澱粉系（酸化澱粉
、酵素変性澱粉、両性澱粉など）、ポリビニルアルコール、などが挙げられる。これらの
中でも、水溶性セルロースは、比較的少量の添加量で増粘効果があり、抄紙後の紙への水
分の脱吸着性能に対する影響が少なく、好適である。この水溶性セルロースの添加量とし
ては、水系媒体１００重量部に対し０．３～１０重量部（固形分換算）で添加することが
できる。
【０１０５】
　また、界面活性剤は、非パルプ繊維同士の絡まないようにするための添加剤であり、具
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体的には、カチオン系、アニオン系、ノニオン系のいずれの界面活性剤が使用できるが、
ノニオンが好ましい。
【０１０６】
　そして、別途、水系媒体に分散した非パルプ繊維を、分散・供給装置４０の分散槽４２
に投入し、攪拌羽、エアーバブルによりその分散状態を維持させる。
【０１０７】
　次に、分散・供給装置４０の供給装置４５（そのポンプ４５Ｃ）により、非パルプ繊維
含有水系媒体４１を汲み上げ、供給管４５Ａ、分流器４５Ｂを通して、第１原料槽１３か
ら長網１２上へ第１ウエットパルプ１１を流し込む直前に供給する。
【０１０８】
　そして、長網式の中間層抄紙機１０により、非パルプ繊維が混入された第１ウエットパ
ルプ１１は、長網１２上へ流し込まれ、第１ウエットパルプ層が形成、即ち、非パルプ繊
維が混入された中間層が形成される。
【０１０９】
　この際、非パルプ繊維含有水系媒体４１の汲み上げは、例えばポンプ４５Ｃを一定間隔
でオン・オフにして、所定量を所定間隔で行うことがよい。連続的に汲み上げて供給して
もよいが、その間隔を変えることによって、紙（中間層）への非パルプ繊維の割合をある
程度制できる。また、一度に放出することなく、長期に亘って非パルプ繊維を供給できる
ので、その分散状態が維持されつつ紙（中間層）に漉き込むことができる。
【０１１０】
　また、非パルプ繊維含有水系媒体４１を第１ウエットパルプ１１への供給前に、水系媒
体供給から水系媒体（例えば水）を供給して、非パルプ繊維含有水系媒体４１を無添加の
水系媒体と混合する。
【０１１１】
　そして、非パルプ繊維が漉き込まれた第１ウエットパルプ層（中間層）を形成した後、
円網式の第１外層抄紙機２０（円網２２）により、その第１ウエットパルプ層の第１主面
側へ第２ウエットパルプ２１を付着させ、第２ウエットパルプ層を形成、即ち第１外層を
形成する。
【０１１２】
　次に、円網式の第２外層抄紙機３０（円網３２）により、第１ウエットパルプ層の第２
主面側へ第３ウエットパルプ３１を付着させ、第３ウエットパルプ層を形成、即ち第２外
層を形成する。
【０１１３】
　ここで、長網式による第１ウエットパルプの抄紙の坪量としては、長網に対して例えば
４０～５０ｇ／ｍ２で行う。また、円網式による第２及び第３ウエットパルプによる抄紙
の坪量としては、円網に対して例えば１５～３０ｇ／ｍ２で行う。
【０１１４】
　その後、図示しないが、公知の方法により、後工程として、プレス（押圧）、ドライヤ
ー（乾燥）、カレンダー（乾燥）、リール（巻き取り）が行われる。
【０１１５】
　このようにして、非パルプ繊維が漉き込まれた第１ウエットパルプ層（中間層）を、第
２ウエットパルプ層（第１外層）及び第３ウエットパルプ層（第２外層）で挟みこむ構成
の紙が、大量かつ廉価に得られる。このため、紙中に含まれる非パルプ繊維が紙外部に露
出していたり、一般的な環境や使用条件下（例えば、通常の室内照明光や太陽光下で、机
の上に置いたり、手に持って見た場合）においても外部から容易に視認され難くなってい
る。
【０１１６】
（試験例）
　上記実施形態で説明した紙の製造方法に従って、紙を製造した（図３～５参照）。なお
、符号省略して説明する。
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【０１１７】
　まず、非パルプ繊維として以下の磁性体ワイヤを得た。まず、磁性体としては、長さ２
５ｍｍ、直径２７μｍのＦｅ－Ｃｏ系アモルファス磁性体ワイヤ（Ｈｃ＝１９．１Ａ／ｍ
）を準備した。この磁性体ワイヤは、灰黒色で、ＪＩＳ　Ｚ　８７２９で規定されるＬ＊
ａ＊ｂ＊表色系の色座標Ｌ＊、ａ＊、ｂ＊はそれぞれ、１６．９、０．０、１２．６であ
る。
【０１１８】
　次に、この磁性体ワイヤに以下の手順で、厚みが約５μｍの透明ガラス絶縁層をコーテ
ィング処理して磁性体ワイヤを得た。このコーティング処理後の磁性体ワイヤは前記磁性
体ワイヤと同色である。
【０１１９】
　絶縁層は、溶融状態の磁性体材料をワイヤ状に加工した直後に、この磁性体ワイヤを密
閉チャンバー内を通過させると同時にチャンバー内にてシリカ膜をＣＶＤ成膜することに
より形成した。
【０１２０】
　次に、紙力増強剤および増粘剤として、酸化デンプン（商品名：エースＡ、王子コーン
スターチ社製）を水１００重量部に対して、２．５重量部加えて、９５℃で１０分間攪拌
し、その後、５０℃まで冷却した水溶液を準備し、これに上記磁性体ワイヤを１０ｋｍ分
、即ち２５ｍｍの磁性体ワイヤ４０万本分を付加し攪拌・混合した。
 
【０１２１】
　この磁性体ワイヤ含有水溶液を、分散・供給装置の分散槽に投入し、攪拌羽（大きさ最
大長１５ｃｍ、最大幅６ｃｍ）を回転数４００～６００ｒｐｍで行うと共に、エアー供給
管（径３ｃｍ、配置高さ及び長さは攪拌層の高さにほぼ同じ）からエアーバブルを流量　
１ｍ３／ｍｉｎで噴射させ、磁性体ワイヤの攪拌・分散を行った。
【０１２２】
この攪拌・分散を行いつつ、混入・攪拌装置の供給装置により、長網式抄紙機の第１ウエ
ットパルプへ供給した。
【０１２３】
　この供給は、分流器を介して（図５参照）、磁性体ワイヤ含有水溶液を一定量０．５ｍ
３／ｍｉｎを連続的に形成する第１ウエットパルプ層幅に渡って、且つ第１ウエットパル
プが長網へ流れ込まれる直前に行った。また、磁性体ワイヤ含有水溶液は供給直前に、さ
らに水を供給量　前記磁性体ワイヤ含有水溶液放出量と同量混合して、その粘性を低下さ
せた状態で供給した。
【０１２４】
　そして、磁性体ワイヤが供給された第１ウエットパルプは長網に流し込まれ、厚み３０
μｍ第１ウエットパルプ層が形成され、それに伴い、磁性体ワイヤは第１ウエットパルプ
層に沈み込み、中間層となるウエットパルプ層へ漉き込まれた。
【０１２５】
　次に、円網式の第１外層抄紙機により、磁性体ワイヤが漉き込まれた第１ウエットパル
プ層の第１主面側へ第２ウエットパルプを付着させ、第１外層となる厚み３５μｍ第２ウ
エットパルプ層を形成した。続いて、円網式の第２外層抄紙機により、磁性体ワイヤが漉
き込まれた第１ウエットパルプ層の第１主面側へ第３ウエットパルプを付着させ、第２外
層となる厚み３５μｍ第３ウエットパルプ層を形成した。
【０１２６】
　ここで、第１～第３ウエットパルプとしては、次のパルプスラリーを使用した。広葉樹
晒クラフトパルプ（ＬＢＫＰ）８０重量部と針葉樹晒クラフトパルプ（ＮＢＫＰ）１０重
量部と有機合成繊維（一般名：パラ型アラミド繊維、商品名：テクノーラ、帝人株式会社
製）１０重量部とを含むパルプスラリーをナイヤガラビータ（熊谷理機工業社製）で叩解
して得られたろ水度４３０ｍｌのパルプスラリーに、パルプ繊維固形分１００重量部に対
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し、軽質炭酸カルシウム（タマパール　ＴＰ－１２１、奥多摩工業（株）製）８重量部、
硫酸アルミニウム０．５重量部、カチオン化デンプン（商品名：ＭＳ４６００　日本食品
化学工業（株）製）０．５重量部、アルケニル無水コハク酸（ファイブラン８１、王子ナ
ショナル（株）製）０．０９重量部及び架橋剤（一般名：カルボジイミド系架橋剤、カル
ボジライトＶ－０４）０．８重量部を添加し、これらの混合物を白水で希釈し、固形分濃
度０．３重量％のパルプスラリーを調製した。
【０１２７】
　その後、プレス（押圧）、ドライヤー（乾燥）、カレンダー（乾燥）、リール（巻き取
り）を施し、Ａ４サイズに裁断して、所定の大きさの紙を得た。
【０１２８】
　得られた紙を調べたところ、外観からは、磁性体ワイヤが視認しずらかった。また、紙
を切断或いは外層を剥いで、磁性体ワイヤを確認したところ、配向性が３６０度全方向に
ランダムで漉き込まれていた。そして、紙１００枚分について、紙一枚当たりに、漉き込
まれた磁性体ワイヤの数を数えたところ、図６に示すように正規分布に従っており、均一
な分散状態を維持しつつ、磁性体ワイヤが漉き込まれていることがわかった。ここで、図
６は、試験例で作製した紙に漉き込まれた磁性体ワイヤ数（非パルプ繊維数）の分布を示
す図である。この正規分布は、紙の単位面積当りの磁性ワイヤ（非パルプ繊維）の数を示
している。
【０１２９】
　また、得られた全ての紙に漉き込まれた総磁性体ワイヤ数を調べたところ、使用した総
磁性体ワイヤ本数（４０万本）の５２％が紙に漉き込まれていた。裁断などによる生産ロ
スが３０～４０％と考えられるので、生産工程中のロスは８～１８％程度と考えられる。
【０１３０】
　これに対し、５ｋｍ分の磁性ワイヤ、即ち２５ｍｍの磁性体ワイヤ２０万本を使用し、
且つエアーバブルを使用しない以外で、同様に作製した紙では、使用した総磁性体ワイヤ
本数（２０万本）の７％が紙に漉き込まれていた。裁断などによる生産ロスが３０～４０
％と考えられるので、生産工程中のロスは５３～６３％程度と考えられる。
【０１３１】
　これにより、いずれも良好に磁性ワイヤが紙に漉き込まれていたが、エアーバブルを使
用し、分散槽（ウエットパルプへ供給する前に磁性体ワイヤを攪拌・分散する槽）の底部
周縁部へ空気流を送り、液流を生じさせた方が、磁性体ワイヤの生産工程中のロスが低減
できることがわかる。更にバブルによる乱水流により磁性体ワイヤ混合水の出水口におけ
るワイヤの詰まりを軽減させる効果もあった。また、紙一枚当たりに漉き込まれる磁性体
ワイヤの数も増えることもわかった。
【０１３２】
　なお、円網方式の抄紙機に使用されるウエットパルプには磁性体ワイヤが入っておらず
、円網が脱水する際に、磁性体ワイヤが円網の網目に目詰まりする問題が基本的に生じな
かった。
【図面の簡単な説明】
【０１３３】
【図１】実施形態に係る紙を示す平面図である。
【図２】図１のＡ－Ａ断面図である。
【図３】実施形態に係る紙の製造装置を示す概略構成図である。
【図４】実施形態に係る非パルプ繊維の分散・混入装置を示す斜視図である。
【図５】非パルプ繊維の分散・混入装置の分流器を示す概略構成図である。
【図６】試験例で作製した紙に漉き込まれた磁性体ワイヤ数（非パルプ繊維数）の分布を
示す図である。
【符号の説明】
【０１３４】
１０   中間層抄紙機
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１１   第１ウエットパルプ
１２   長網
１２Ａ ロール
１３   第１原料槽
２０   第１外層抄紙機
２１   第２ウエットパルプ
２２   円網
２３   第２原料槽
３０   第２外層抄紙機
３１   第３ウエットパルプ
３２   円網
３３   第３原料槽
４０   分散・供給装置
４１   非パルプ繊維含有水系媒体
４２   分散槽
４３   攪拌羽
４４   エアー供給管
４４Ａ エアー供給口
４５   供給装置
４５Ａ 供給管
４５Ｂ 分流器
４５Ｃ ポンプ
４５Ｄ 水系媒体供給管
４５Ｂ－１    分流板
５０   フェルト無端体
１００ 紙
１０２ 第１外層
１０４ 第２外層
１０６ 中間層
１０８ 非パルプ繊維
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